
 

 

平成23年８月23日 

各 位 

会社名 株式会社 塩見ホールディングス 

代表者名 代表取締役社長 塩見信孝 

（コード番号2414・大証２部） 

問合せ先 取締役財務部長 杉西康広 

ＴＥＬ 082-568-8128 

 

子会社（株式会社寿）株式及び債権の譲渡に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の連結子会社である株式会社寿（以下、「寿」という）

の全株式及び同社に対して有する貸付金債権を譲渡(売却)することを決議しましたので、下記のとお

りお知らせいたします。 

 

記 

 
１．株式譲渡及び債権譲渡の理由 

「寿」は、当社グループの介護事業を担う会社として、平成 16 年６月に当社 100％出資により設立

されました。 

当社グループは、平成 20 年 10 月より組織再編を行っており、その方針の下で平成 20 年 11 月には

「寿」は、事業を譲渡し、事業を休止しておりました。 

この度、当社グループ全体のコスト削減を目的として、株式譲渡及び債権譲渡を行うこととなりま

した。 

 
２．株式譲渡の内容 

①譲渡する子会社の概要 

(1) 商 号 株式会社 寿 

(2) 本 店 所 在 地 広島市東区上大須賀町 10 番 16 号 

(3) 代 表 者 代表取締役 杉西 康広 

(4) 主な事業の内容 － 

(5) 資 本 金 3,000 万円 

(6) 設 立 年 月 日 平成 16 年６月２日 

(7) 株 主 構 成 株式会社塩見ホールディングス 100％ 

(8) 当社と当該会社と

の関係 

資本関係 
当社は、当該会社の設立時より当該会社の株式 100％を保

有しております。 

人的関係 代表取締役 杉西 康広は当社の取締役です。 

取引関係 当社からの貸付金 402 百万円 



 

 

(9) 当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態            （単位：千円） 

決算期 平成 21 年３月期 平成 22 年３月期 平成 23 年３月期 

売 上 高 105,149 0 0

営 業 利 益 △63,147 △1,850 △1,113

経 常 利 益 △68,409 △1,789 △905

当 期 純 利 益 △111,364 △1,972 △905

純 資 産 △401,110 △403,083 △403,988

総 資 産 1,435 68 71

１株当たり純資産額 △668,518 円 △671,805 円 △673,314 円

１株当たり当期純利益 △185,606 円 △3,286 円 △1,509 円

１ 株 当 た り 配 当 金 ― ― ―

 
②株式の譲渡先の概要 

(1) 山崎 寿和（千葉県松戸市） 

(2) 山本 和成（千葉県船橋市） 

(3) 岩井 直己（神奈川県横浜市） 

当社との関係  特に記載すべき資本関係、人的関係、取引関係はありません。 

 
③譲渡株式数および譲渡前後の所有株式状況 

(1) 譲渡前の所有株式数  600 株（所有割合 100％） 

(2) 譲渡株式数      600 株（所有割合 100％） 

(3) 譲渡後の所有株式数  ０株（所有割合０％） 

(4) 譲渡価格       10,000 円 

(5) 譲渡価格の算定根拠  譲渡価格につきましては、株式会社寿が債務超過の状況にあることを

考慮して算定いたしました。 

 
３．債権譲渡の内容 

①債権の譲渡先の概要 

(1) 商 号 三倉屋商事株式会社 

(2) 本 店 所 在 地 東京都渋谷区桜丘町 15番 14 号 

(3) 代 表 者 代表取締役 田畑 友行 

(4) 主な事業の内容 総合不動産業 

(5) 資 本 金 1,000 万円 

(6) 設 立 年 月 日 昭和 30 年３月 28 日 

(7) 株 主 構 成 田畑 友行 100％ 

(8) 当社と当該会社と

の関係 

資本関係 特に記載すべき関係はありません。 

人的関係 特に記載すべき関係はありません。 

取引関係 特に記載すべき関係はありません。 



 

 

②譲渡債権の内容および譲渡価格 

(1) 譲渡債権の内容    債権者 当社 

債務者 「寿」 

金 額 金 402,027,043 円 

原 因 平成 18 年 6 月 1 日付ＣＭＳに関する基本契約及び個別契約

に基づく貸付債権 

(2) 譲渡価格       10,000 円 

(3) 譲渡価格の算定根拠  譲渡価格につきましては、当該債権全額について貸倒引当金を計上済

みであることを考慮して算定いたしました。 

 
４．日程 

平成23年８月23日  取締役会決議及び譲渡契約 

 
５．今後の見通し 

本件譲渡株式については全額減損損失計上済み、本件譲渡債権については全額貸倒引当金計上済

みであるため、本件株式譲渡及び債権譲渡に伴う、当社の連結業績に与える影響は軽微であります。 

 
以上 


